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日本私大教連 NEWS 
第６号（2020/2/17） 

発行 日本私大教連書記局 

 
 

 
全国から 100 人を超える私大教職員が一堂に集い、 

ベア要求の実現をはじめとした労働諸条件の改善、 

働き甲斐のある職場づくりに向けて討論・交流を行なう！ 

 

 日本私大教連は 1 月 26・27 日、明治大学（東京・御茶ノ水）のグローバル・フロント（初日）、

同じく研究棟（2 日目）を会場にお借りし、2020 春闘フォーラムを開催しました。全国 43 組合

から 105 名が参加し、2020 春闘のスタートに向けて熱心に学習・交流を深めました。 

 

全 体 集 会 

 

◆ 基調講演「大学とは何か／大学は何をなすべきか」◆ 

講師＝広田照幸さん（日本大学教授・日本教育学会会長） 

 

今年の春闘フォーラムは、昨年秋に『大学論を組み替える―新たな議論のために』を発刊され

た広田先生をお招きして、「大学改革政策」が吹き荒れる中で、私たちが「大学に関する理想・価

値・規範」を捉え直し、よりよい大学づくりのための春闘を深めるヒントを提起していただきま

した。当日の講演は、組合活動を支える「理論武装材料」に資する貴重な講演でした。以下、講演

と講演後のフロアとの質疑応答の概略をお伝えします。 

□ 大学組織には「ボトムアップ」が必要 

日本の大学大衆化の歴史的転換には、絶えず「大学の理想」追

求の歴史が見え隠れしていましたが、現在の転換はその理想が見

失なわれ，新自由主義的傾向の下、経済界の意向を受けたトップ

ダウン的方向性の歪みが見られます。 

しかし、大学の組織自体は各階層にそれぞれ目的を異にする多

元的な組織（理事会、学部・学科、各専門教員、運営事務組織）

からなり、その全体として大学は存在しています。そうである以

上、そこには本来的にトップダウンは馴染まないのです。むしろ、
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その特質上「大学組織にはボトムアップが必要」存在なのです。 

広田先生は、（高等教育学者バートンやクラークたちの主張を紹介しつつ）①「大学は多元的に

権力が分割された中で、多様な活動を通して複数の目的や目標が追及されている組織」である、

②その組織において、大学が大学である最終的な拠り所は、そのコアに「知のための知の追求」

が置かれなければならず、それに基づく多様性自体にこそ大学の存在意義があると示唆されます。 

その上で、今後の大学組織運営には、①組織ボトムレベル（教職員，学生の巻き込んだ形での

自治運営）、②指導的教員と管理者の対話、③大学外部人とのつながり、これら全体的な連帯とし

ての「新たな自治」の発想が必要だと論じられ、講演を締めくくられました。 

 

□ 大学のあり方について問題を提起 

講演後の質疑・応答は活発に行なわれ、最初の質問は広田先生も議論に参加された日本学術会

議の経済学分野の「参照基準」形成に関するものでした。フロアから多くの関心が示されたのは、

あくまで「大学は知のための知」の拠点との考えをめぐるもので、「自分の大学は、すでにほぼ資

格取得養成となっており…」といった発言もありました。この点、日本私大教連の照本中央執行

委員長が、「大学が『知のための知の探求』をコアとするとの考えに異論はないが、現況の一般国

民や市民を考えるとき、果たしてそれだけで大学の存続が受け入れられるものか」との懸念を示

されたのは象徴的でした。 

こうした疑念や不安に対する回答は、各大学においてまた多様なのでしょうが、こうした問題

自体を大学で教育活動を直接・間接に担う教職員すべてが、常に考え続けていくこと自体に意味

があるように思います。広田先生のお話は、こうした点でも大きな問題提起を含むご講演でした。 

（文責：中央副執行委員長・岩下伸朗） 

 

 

◆ 日本私大教連 2020 春闘方針案の提案概要 ◆ 

 

日本私大教連中央執行委員会は、下記スローガンを掲げて 2020 年私大春闘の取り組みを進め

ることを呼びかけました。 

今年の春闘方針案は、「第 1 章 春闘をめぐる社会・経済・政治情勢」「第 2 章 高等教育と私立

大学をめぐる情勢」「第 3 章 2020 私大春闘の考え方と取り組み」「第 4 章 2020 年度私大助成運

動の推進」という 4 章立てで構成し、私たちを取り巻く情勢を踏まえた上で、どのような春闘の

取り組みを展開していくのか提起しました。 

はじめに、私たちの組合運動に影響する文科省の政策や各大学の運営方針が、現在の政治状況

時代と大学に、新しい知性を吹き込もう 2020 春闘 
今年こそベアとる構えで、要求をまとめあげよう 

財政論戦では負けない、情宣は素早く、結集した力で勝ち抜こう 

不利益変更、権利侵害許さない！私大教連の真価を発揮しよう 
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や政界情勢とも密接に関わっていることを踏まえ、「職場の教職員の利益を守るにとどまらず、社

会の進歩と発展にも寄与する運動を担うという使命」を果たすため、現在の大学をめぐる諸情勢

について報告を行ないました。 

政治・社会・経済情勢では、安倍政権の長期化が政治の私物化を際立たせている現状に触れ、

杜撰な公文書管理が明らかになるなど民主主義国家として危機的状況にあるとともに、今回の自

衛隊の中東地域への派遣は、現行の安保関連法制が想定する範囲（存立危機事態）も超える危険

性を指摘しました。また、「アベノミクス」の景気浮揚策は、一般の労働者・国民に景気回復を実

感させるものにはなっておらず、消費税増税による景気の後退が明らかになっていることや、今

年 4 月から「同一労働同一賃金」ガイドラインの適用が始まることを踏まえた有期雇用教職員の

待遇改善の取り組みの必要性などにも言及しました。 

私大をめぐる情勢では、昨年末に閣議決定された来年度の私大関連予算で、一般補助の配分基

準をさらに「厳格な評価」に基づくものにシフトすることを前提に増額されている問題点を指摘

しました。他方、特別補助は大幅に減額されており、その背景には昨年度まで授業料減免措置の

対象となっていた学生に対する補助予算が大学等修学支援制度にもとづく新制度に「一本化」さ

れたため打ち切られたこと、さらに定員割れ私大への補助金削減の方針がより厳格化されている

問題を厳しく批判しました。 

春闘の具体的な取り組みについては、ベア要求を積極的に掲げて交渉することの意義を改めて

強調するとともに、有期雇用教職員の待遇改善を春闘の重要な課題に位置付けることなどを呼び

かけました。その上で、要求アンケートの集約で説得力のある切実な要求を確立し、財政分析チ

ームを必ず作って的確な財政分析にもとづく交渉を進めること、春闘期に組合加入の取り組みを

意識し、新入教職員への働きかけを積極的に行なうことなどを強調しました。 

私大助成運動の推進については、授業料減免予算の打ち切りなどの状況を踏まえて、学生の学

ぶ権利を保障する条件を強く求めるとともに、各大学の取り組みについては、全ての組合員に署

名用紙を配布することを活動の第一歩として、一人につき「署名用紙 1 枚以上」の署名を集約す

るよう提起するなど、組合員の主体的な取り組みを広げることを呼びかけました。その上で、2020

年度私大助成国会請願署名の案文を提案し、各地区での検討を進めていただくよう要請しました。 

（文責：書記次長・佐々江洋志） 
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分 科 会 
 

【第１分科会】 

団体交渉力を高めるために 

―団交の基本とすすめ方― 

 

 本分科会は、団体交渉に関する法的・実務的な事柄を学び、参加者間の経験交流を通じて課題

解決のヒントを得ることなどを目的にしたものです。分科会では、日本私大教連発行の『団体交

渉の手引き』を教材に、日本私大教連書記次長の佐々江氏より、これまでの経験等から重視すべ

き事項を『団交の手引き』にそってまとめたレジメにもとづいて進められました（司会は、日本

私大教連権利闘争対策部副部長の手塚廣氏が担当）。 

 はじめに、団体交渉権は憲法や労働組合法などで保障されている重要な権利であること、そし

て権利は行使してこそ意味があること、したがって組合は積極的に団体交渉を展開していくべき

ことが強調されました。あわせて、学校教育法改正によって、教学権が後退した状況をふまえ、

組合が教育・研究や大学運営に関する問題を団体交渉の議題に正面から取り上げて議論すること

が重要になっていることも強調されました。そして、①「団体交渉権とは何か（『手引き』第 1 章）」、

②「団体交渉の実務（同第 2 章）」、③「不当労働行為制度と労働委員会（同第 3 章）」それぞれに

ついて重要事項が説明されました。 

①では、団体交渉権の法的位置づけが説明され、法律上、使用者が行ってはならない団交拒否、

不誠実団交について、具体的態様とそれに関する判例が解説されました。 

②では、団体交渉を実際に進めていく上での留意点が説明されました。団交前には、事前準備

と的確な実務、獲得目標や団交の目的の明確化、団交の持ち方や進行の意思統一などが重要であ

ると説明されました。また、団交場面では事前準備に沿った進行を心がけることや、複数のレコ

ーダーを使用すること、使用者の曖昧な姿勢・回答を許さないことなどが説明されました。そし

て、団交後と妥結の際には、できる限り早急に簡潔な情宣（組合ニュースの発行など）を行うと

ともに、交渉内容の整理と組合員へのフィードバックや、組合員全体の合意形成を経て妥結する

ことの重要性などが説明されました。 

③では、労働委員会の性格や役割、労働委員会制度を活用する際の留意点が説明されました。

労働委員会を活用すること（特に「あっ

せん」）は、極めて穏健な戦術であるこ

とが強調され、不当労働行為がなされた

場合は、積極的に私大教連に相談し、そ

の活用を視野に入れることを推奨しま

した。そして、労働委員会を活用する際

は、使用者の不誠実対応を明瞭にする状

況証拠の確保や、時系列で事実関係を整

理することが重要であることなどに言
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及されました。 

 講師からの報告後、司会者より全ての出席者から発言をお願いしたい旨の提案があり、各出席

者より所属組合での団交の持ち方や要求書作成の流れ、直面する課題などに関するご報告をいた

だき、団体交渉権の確立や理事会との交渉の進め方などについて議論と交流を深めました。 

 （文責：中央執行委員・徳永親祐） 

 

 

【第２分科会】 

春闘での前進を図るために 
―各組合の取り組み交流― 

 

◆出版労連からの特別報告 

 本分科会は、私大春闘を推進するにあたって、2018 年から民間労働組合の特別報告を設定して

いますが、今年は出版労連の住田書記長からご報告いただきました。 

出版労連の春闘の取り組みの特徴は、小共闘でのたたかいを展開していることです。大手出版

社・総合出版の総合書共闘会議や理工書共闘会議、医書共闘会議、教科書共闘会議などと共同し

て、資本金等の違いにより賃金差はあるものの、労働条件の平準化に向けた取り組みが行なわれ

ています。 

また、業種別の経営分析を行ないながらストライキ権を確立し、「対角線交渉」や「統一交渉」

など、多様な形態で交渉を行なっていることが報告されました。「対角線交渉」とは A 社の交渉に

B 社の組合員が参加して行なうものであり、「統一交渉」とは経営者側と労働組合側がまとまって

交渉を行う形態です。賃金・一時金要求については、年齢給・勤続給が中心で、査定は導入させ

ない姿勢を明確にする中、企業ごとの収益の違いで賃金差は大きいものの、最低の指標のみを示

して全体の底上げを図るとともに、パート・有期雇用労働者の均等待遇にも力を入れているとの

ことでした。 

憲法や言論・出版・表現の自由を守るたたかいでは、官邸からの東京新聞記者・望月さんへの

攻撃が強まった際は、首相官邸前で 800 人の抗議行動を行ない、「表現の不自由展」の中止をめぐ

る問題では文科省前で抗議集会を行なうなど、SNS も活用した取り組みを積極的に展開している

ことが紹介されました。組合の現状としては、出版業界全体が苦境にある中で、組合員はピーク

時の３分の１までに落ち込んでいるため、現在は個人加盟を推進することで組織拡大を進めてい

るとのことでした。 

 

◆各組合からの報告（日体大、名城大、京都橘大） 

○日本体育大学 

3 年連続でベア要求を実現した取り組みの報告がされました。10 年前に東京私大教連の支援を

受けて不当労働行為の救済申立を行い、2013 年 6 月に中労委で労使双方の協力で団体交渉を行う

等の和解勧告を受け入れた後は、団体交渉で必ず書面によるやり取りを重視してきたことが報告

されました。 
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2019 年春闘では財政分析にもとづく交渉を重視し、現金は保有しているものの第 2 号基本金の

積み立てがなく、将来構想が不明確であることが明らかになったため、2％ベア要求を掲げ、財政

根拠も示して交渉を継続する中で、0.3％ベアを獲得するとともに、年間一時金は 6.5 か月で妥結

したとのことでした。今後の課題として、複数学部にともなう教職員の労働負担軽減や、65 歳以

降の再雇用制度確立、東京オリンピックの開催による安全管理上の問題を明確にすることなどを

求めて、交渉を継続していくとのことでした。 

 

○名城大学 

過去 20 年間でベアをはじめとした有額回答がない中、昨年の春闘で 3 万円の一律金の回答（単

年度）を獲得した経験が報告されました。組合側の財政分析にもとづく団体交渉での議論を行な

うとともに、団体交渉に過去の組合役員経験者（委員長・書記長など）や若手職員にも参加して

もらい、団交の発言も工夫を凝らしながら粘り強く取り組んだことにより、今回の有額回答の引

き出しにつながったことが報告されました。 

また、理事会から事務職員を対象とした新人事制度が 5 年ぶりに再提案されたことに対する組

合の取り組みが報告されました。理事会は「新規採用者の俸給表を変更するだけで、不利益変更

ではない」旨の説明を行ない、組合との協議を回避する姿勢に終始していましたが、組合内に職

員問題のワーキンググループを立ち上げ、新制度の問題点を指摘し、労働環境の向上の必要性な

どを含めた新制度に対する組合の見解を示す中で、当初、理事会が導入期日と考えていた日程を

事実上先送りさせたことが報告されました。 

 

○京都橘大学 

「同一労働同一賃金」を口実に、年間一時金の支給規定を見直す提案が行なわれている問題に

ついて報告がありました。理事会の提案は、一見するとこれまで一時金の支給対象外であった有

期雇用教職員にも一時金を支給する提案になっているものの、実際には就業規則に明記された年

間一時金の支給規定を削除し、業績や貢献度に応じて一時金を支給するものに変更しようとする

ことが明らかになり、顧問弁護士や労基署にも確認したところ、理事会の提案は「労使間で不利

益変更をともなう改定は望ましくない」というガイドラインの趣旨から外れるものであるとの見

解が得られたため、今回の提案の撤回を求める取り組みを進めていきたいとの報告がありました。 

（文責：中央執行委員・紅露和裕） 
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【第３分科会】 

 

『私立大学の財政分析ハンドブック』を活用しよう！ 
―理事会との財政論戦に負けないために― 

 

 本分科会では、1 月に刊

行された『私立大学の財

政分析ハンドブック』

（2020 年 1 月 15 日、大

月書店）をテキストとし

て、執筆者の野中郁江さ

ん（明治大学商学部教授、

日本私大教連書記長）を

講師に、私大春闘を推進

する上で不可欠な財政分析について学びました。2013 年に学校法人会計基準が大幅改正され、

2015 年度から各私大の決算書は新会計基準によって作成されています。この『私立大学の財政分

析ハンドブック』は、新会計基準にもとづく財政分析の方法を解説したものです。同書は 12 章か

ら成り立っています。分科会は、全体の 3 時間を 1～3 時間目に区切って進められました。1、2

時間目では、1～6 章を重点的に学び、3 時間目は 7 章以降の解説をうけ、同書全体を学ぶことが

できる構成でした。 

 1 時間目は、財政分析のための基礎知識（1 章）と分析の中心となる貸借対照表、事業活動収支

計算書、資金収支計算書という 3 つの計算書の基本的な性格（2 章）について説明をうけた上で、

貸借対照表の分析（3 章）と事業活動収支計算書の分析（4 章）について学びました。1 時間目で

は、分析の基本を学ぶとともに、組合員から多くの質問が出る減価償却について、ていねいな解

説がありました。減価償却についての質問は、理事会が「減価償却累計額分の金融資産（あるい

は同額の減価償却引当特定資産）がたまっていないため、施設・設備の更新ができない」などと

主張をすることに関連しています。減価償却は、事業活動収支差額を計算するための手続きであ

り、減価償却は建て替えのためのお金をためこむための手続きではないことをあらためて学習し、

理事会のこうした主張は、間違いであることの理解を深めました。 

 2 時間目は、基本金組み入れ制度（5 章）、活動区分資金収支計算書の分析（6 章）について、

とくに、減価償却とともにわかりくいとされている基本金組み入れ制度の問題を掘り下げて説明

され、学びました。基本金組み入れ制度が、減価償却累計額分をためなければならないという主

張を誘導していることを解き明かし、このような主張は、私立大学において、非現実的かつ不必

要であるということが明確に述べられました。また同書では、それでは基本金組み入れ制度は、

どのようにすべきかという基本的な考え方と検討の方向性についての提言がなされています。 

 3 時間目は、質疑応答と 7 章以降について学習しました。7 章以降には、財産目録や内訳表・明

細表の紹介（9 章）、私学事業団「経営判断指標」の問題点（11 章）、さらに、団体交渉で争点と

なることの多い財政に関する将来計画について、その立案にあたって本来必要な考え方をまとめ
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られた 12 章が収録されており、各章のエッセンスの解説をうけました。 

 『私立大学の財政分析ハンドブック』をテキストに、財政分析の取り組みをより進め、財政論

戦で負けない力をつけて、今春闘を大いにたたかっていこうと決意をあらたにしました。 

（文責：中央副執行委員長・山﨑真理子） 

 

 

 

第 31 回全国私大教研集会のご案内 
日程 2020 年 8 月 29・30・31 日 
会場 岡山就実大学（岡山県岡山市） 

 

記念講演に元文科省事務次官・前川喜平氏登壇決定！ 

ご注文等は最寄

りの私大教連に

お問い合わせく

ださい。 


